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持分法適用関連会社の異動を伴う株式譲渡に関する契約の締結及び特別損益の計上に関するお知らせ 

 
 

当社は、平成 25 年 2 月 19 日開催の取締役会において、持分法適用関連会社である WIDE Corporation （以

下、WIDE 社）の株式を譲渡することについての契約を締結することを決議いたしました。これにより、WIDE

社は当社の持分法適用関連会社ではなくなりますので、下記のとおりお知らせいたします。また、これに伴

い、平成 25 年 3 月期において特別損失を計上する予定ですので、併せてお知らせいたします。 

なお、本件株式譲渡については、譲渡先の資金調達が完了することを前提としております。 

 

 

記 
 
１． 株式譲渡の理由 

WIDE 社は、平成 11 年 12 月に韓国に設立した医療機器、航空管制及び船舶等の産業用液晶モニターの

開発･製造･販売会社で、当社は、産業グラフィックス事業における事業の拡大を図るため、平成 19 年 5

月に同社を子会社化いたしました。平成 22 年 12 月に同社の第三者割当増資により当社の持分法適用関

連会社（平成 24 年 12 月 31 日現在持分比率：26.4％）となりましたが、当社が WIDE 社の日本における

販売代理店として産業用液晶モニターの販売を行う等、その後も相互に連携して事業を展開してまいり

ました。  

当社は、事業領域の見直しにより新たな収益事業を創造すべく、事業再編に取り組んでおります。今後、

産業用液晶モニター販売について取扱高の減少が見込まれることから、販売代理店契約の解消を行い、当

社と WIDE 社との協議により、当社保有株式の全てを WIDE 社の代表者である W.K.Kim 氏へ譲渡することと

いたしました。また、本売却によって得られる約 273,528 千円（注）の資金について、新たな事業領域へ

の投資資金とすることとし、今後、事業計画を作成の上公表する予定です。 

 

２． 譲渡する持分法適用関連会社の概要 

（1） 商 号   WIDE Corporation 

（2） 代 表 者   W.K.Kim 

 (3)  所 在 地      456,Gomae-dong,Giheung-gu,Yongin-si,Gyeonggi-do,446-901,Korea 

（4） 設 立 年 月 日   1999 年 12 月 

（5） 主な事業の内容   産業用液晶モニターの開発･製造･販売 

（6） 決 算 期   12 月 31 日 

（7） 資 本 金 の 額   5,000,000 千ウォン（435,000 千円）（平成 25 年 2月 18 日現在）（注） 

（8） 発行済株式数     10,000,000 株（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

（9） 大株主の構成    当社、WIDE 社の経営陣及び従業員、並びにベンチャーキャピタル等 

（10）当社との関係    資本関係 持分法適用関連会社 

人的関係 該当事項なし 

取引関係 製品の販売、仕入 

 

３． 株式の譲渡先 

W.K.Kim（WIDE 社の代表者） 



４． 取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 2,620,001 株（議決権の数：2,620,001 個，所有割合：26.4％） 

（２）譲渡株式数         2,620,001 株（議決権の数：2,620,001 個，所有割合：26.4％） 

（３）異動後の所有株式数         0 株（議決権の数：        0 個，所有割合： 0.0％） 

 
 
５． 株式譲渡の日程 

（１）取締役会決議       平成 25 年 2 月 19 日 

（２）株式譲渡契約締結日 平成 25 年 2 月 19 日 

（３）株式譲渡日         平成 25 年 2 月 28 日（予定） 

 

６． 特別損益の発生 

本件株式譲渡に伴い、平成 25 年 3 月期の連結決算で約 124 百万円を関係会社株式売却損として特別

利益に計上する予定です。また、個別決算で約 156 百万円を関係会社株式売却損として特別損失に計上

する予定です。 

 
 
７． 今後の見通し 

当該株式譲渡に伴い、WIDE 社グループ 3社（WIDE Corporation、WIDE USA Corporation、WIDE Europe 

B.V.）は当社の持分法適用関連会社から除外される予定です。なお、当該株式譲渡による影響額を含め

た当社の平成 25 年 3 月期の通期業績予想につきましては、現在精査中であり、詳細が分かり次第速や

かに開示いたします。 

 

（注）参考として、平成 25 年 2 月 18 日現在の為替レート 1ウォン＝0.0870 円を基準に、韓国ウォンを日本

円に換算しております。 

  

問合せ先） 

電話）045-473-7331 管理部 斉藤  電子メール）ir@realvision.co.jp 

注）本文中の各企業名、製品名等は、それぞれの所有者の商標あるいは登録商標です。 
 

以     上 


